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1 2
第1部総論
3基本理念及び基本目標
【基本理念】

障害者基本法の目的にもあるように、「障がいの有無に
よって分け隔てられることなく」という表現に修正して
はどうか。

「障がいの有無によって分け隔てられることなく」に修
正しました。

第１回
施策審議会

2 2

第1部総論
3基本理念及び基本目標
【基本理念】

【説明文】
将来的に経済的支援には限界があるため、今後は障がい
者に対する社会全体の理解を深めることが必要ではない
かと思うので、その点について加筆してはどうか。

【説明文】
障がい者に対する社会全体の理解を深めていくことの重
要性について追加しました。

第２回
社会福祉審議会

分科会

3 20

第2部各論
1地域生活の支援
（1）相談支援体制の充実

【現状と課題・施策の方向性】
ペアレントメンターやペアレントトレーニングの内容に
ついて、内容を加筆してはどうか。

【現状と課題・施策の方向性】
「相談支援体制の充実」の項目には、専門的な相談支援
体制を記載していることから、保護者支援の項目で掲載
し、ペアレントメンター派遣事業については、引き続き
取り組んでいきます。
＜保護者支援の項目＞
33ページ「3 療育・教育の充実（1）就学前療育の充実○
施策の方向性2段目」

第２回
施策審議会

4 20

第2部各論
1地域生活の支援
（1）相談支援体制の充実

【現状と課題・施策の方向性】
基幹相談支援センターの仕事量や連携体制、役割分担等
について、加筆してはどうか。

【施策の方向性】
基幹相談支援センターの役割や連携体制について明確化
した内容へ修正しました。

第２回
施策審議会

5 25

第2部各論
1 地域生活の支援
（5）地域生活を支える人づくり

【現状と課題・施策の方向性】
現状と課題に対して、施策の方向性に、コミュニティ作
りやつながりを育む施策が見当たらないため、施策の方
向性の各政策が課題とどのように結びつくのか、説明を
追加する必要があるのではないか。もしくは、新たに施
策の方向性で課題に対する政策を追加する必要があるの
ではないか。

【施策の方向性】
精神障がいにも対応した地域包括ケアの構築のために協
議の場を設置し、当事者や当事者団体との関係性の構築
や地域づくりに向けた協議を実施する内容へ修正しまし
た。

第２回
施策審議会

6 26

第2部各論
1 地域生活の支援
（6）スポーツ・文化活動の振興および余
暇活動の支援

【現状と課題】
「Society5.0」という言葉は広く一般に知られている言
葉ではないと思うので、分かりやすい表現に修正しては
どうか。

【現状と課題】
分かりやすい表現に修正しました。 第２回

施策審議会

7 27

第2部各論
1 地域生活の支援
（7）情報提供・意思疎通支援の充実

【施策の方向性】
障がいの個人（医学）モデルに基づく捉え方であり、社
会モデルの捉え方に転換していく必要があると思いま
す。障がいがどこにあるのか、「障がい者」とされてい
る人にあるのか、多様な身体の在り方の人の自立や社会
参加を困難にしている（阻んでいる）排除的な社会の在
り方に問題があるのか等について、障害者権利条約や障
害者基本法の基本理念に基づき、表現を改めてはどう
か。

【施策の方向性】
個人・医学モデルの捉え方から社会モデルに基づく考え
方へ表現を修正しました。

第２回
施策審議会

計画や施策審議会に対する意見

第４次新潟市障がい者計画
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8 29

第2部各論
2保健・医療・福祉の充実
（1）障がいの予防と早期の気づき・早期
の支援

【施策の方向性】
「こころん」の役割について、地域の保育園等でも集団
参加において社会性の課題を抱える子への専門的な療育
を保育所等訪問支援事業で実施し、支援体制の充実を図
るといった内容としてはどうか。

【施策の方向性】
「こころん」の役割について、巡回支援専門員の派遣
や、必要に応じて各種サービスの利用につなげるなど、
切れ目のない支援体制に関する内容に修正しました。

第２回
施策審議会

9 30

第2部各論
2 保健・医療・福祉の充実
（2）医療の支援

【現状と課題・施策の方向性】
リハビリテーションに関する記述が計画内に見当たりま
せんが、視覚障がい者の自立支援、生活訓練等のリハビ
リテーションは、現状では不十分であり、その拡充、推
進を項目として起こすべきではと考えます。（視覚障が
い者に限らず）

【現状と課題・施策の方向性】
「（2）医療の支援」の項目を「（2）医療・リハビリ
テーションの支援」に修正し、身体機能の維持向上や日
常生活の質の向上等に関する内容を追加しました。

第２回
施策審議会

10 32

第2部各論
2 保健・医療・福祉の充実
（4）難病に関する保健・医療施策の推進

【施策の方向性】
「新潟市難病相談支援センター」となっているが、正式
名称は「新潟県・新潟市難病相談支援センター」ではな
いか。

【施策の方向性】
「新潟県・新潟市難病相談支援センター」に修正しまし
た。

第２回
施策審議会

11 34

第2部各論
3 療育・教育の充実
（2）学校教育の充実

【施策の方向性】
障がいの個人（医学）モデルが徹底しており、障がいを
障がい児と言われるこどもの問題として捉えているよう
に思えます。共生社会、インクルーシブ教育を標榜する
のであれば、障がい児を特別支援学校（学級）に別学と
するシステムそのもの（同級生に障がいをもつこどもが
いないことなど）の再検討や、一般の児童生徒の障がい
理解をどう進めていくかといった課題が重要と考えられ
ますが、それらについて計画では欠落しているかと思い
ますので、障害者権利条約の教育に関する条項を参考に
してほしいと思います。
障がい児アンケートでも、「周囲の理解」が最も強い要
望となっていることをふまえて、未来の新潟市をどのよ
うに創造するかにおいて、教育の果たす役割と影響は決
定的ともいえます。
【参考】障害者権利条約（抜粋）第８条「意識の向
上」，第２４条「教育」

【施策の方向性】
特別支援学級では、障がいのある児童生徒と障がいのな
い児童生徒が一緒に活動する「交流及び共同学習」が行
われています。また、特別支援学校では、特別支援学校
の児童生徒が自分の住んでいる地域の小中学校の学校行
事に参加する等「居住地校交流」が行われています。
障がいのない子の障がい理解については，福祉教育の推
進の項目で掲載し、引き続き理解の促進に取り組みま
す。

＜福祉教育の推進の項目＞
42ページ「6 障がいを理由とした差別の解消及び権利擁
護の推進（4）福祉教育の推進」

第２回
施策審議会

12 36
第2部各論
4 雇用促進と就労支援
（1）雇用促進と一般就労の支援

【現状と課題】
「患者」とは、この場合どういう意味でしょうか。

【現状と課題】
「患者」を「難病患者」に修正しました。

第２回
施策審議会

13 37

第2部各論
4 雇用促進と就労支援
（2）福祉施設等への就労の支援

【施策の方向性】
コロナの影響で仕事がなく賃金が下がっているため、就
労継続支援Ｂ型のバックアップ等について施策の方向性
に加筆してはどうか。

【施策の方向性】
コロナの影響による福祉施設就労等の支援策は、令和2年
度の事業として周知を行いました。まちなかほっと
ショップについて、さらに実効性のあるものとして取組
みの充実に努めます。

第２回
施策審議会

14 40

第2部各論
6 障がいを理由とした差別の解消及び権
利擁護の推進
（1）障がいを理由とした差別の解消の推
進

【施策の方向性】
「差別解消の未然防止策」とありますが、差別解消を未
然防止し、差別を温存することとなってしまう表現に
なっているのではないか。
また、2行目の「...深めるための交流機会の提供等に関
する取り組みを進めるとともに、条例推進会議の開催、
事後対応策として相談・紛争解決に取組みます。」と
いった表現も改善の必要があるかと思います。

【施策の方向性】
「差別解消の未然防止策」を「差別の未然防止策」に修
正するとともに、全体的に表現を修正しました。

第２回
施策審議会
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15 41

第2部各論
6 障がいを理由とした差別の解消及び権
利擁護の推進
（3）障がいと障がいのある人に対する理
解の普及

【現状と課題・施策の方向性】
将来的に経済的支援には限界があるため、今後は障がい
者に対する社会全体の理解を深めることが必要ではない
かと思うので、その点について加筆してはどうか。

【現状と課題・施策の方向性】
障がいや障がい者に対する社会全体の理解を深めていく
ことの必要性や取り組みについて追加しました。

第２回
社会福祉審議会

分科会

16 41

第2部各論
6 障がいを理由とした差別の解消及び権
利擁護の推進
（3）障がいと障がいのある人に対する理
解の普及

【施策の方向性】
市役所職員や市民を対象に、「障がい平等研修」などを
実施してはどうでしょうか。（提案）

【施策の方向性】
現在、市役所職員や市民への研修は、「共生条例」の周
知啓発を市職員が講師となり行っていますが、今後の研
修内容については「障がい平等研修」を含めて検討して
いきます。

第２回
施策審議会

17 17

4 令和5年度の成果目標
（1）福祉施設の入所者の地域生活への移
行
②施設入所者の削減

【目標値】
「施設入所者の削減」自体を目標とせず、「入所待機者
の解消」、すなわち入所者の増加を目指すという意味で
しょうか。

【目標値】
施設入所を希望している入所待機者が多くいることか
ら、入所者数の削減目標は設定しません。
一方で、現入所者の地域生活への移行を推進します。 第２回

施策審議会

18 18

4 令和5年度の成果目標
（2）福祉施設から一般就労への移行等
①福祉施設から一般就労への移行

【目標値】
考え方について、「本市の実情を考慮すると達成困難と
考えられるため」という表現が以降の項目でも見られま
すが、「本市の実情」がどういうもので、「達成困難と
考えられる」理由が何であるかを示す必要があります。
この分析抜きに、有効な対策を立てることはできないだ
ろうと思います。このままでは、単なる現状追認になっ
てしまうおそれがあります。

【目標値】
本市の障がいのある方の一般就労者数は概ね増加傾向に
あるものの、就労を希望する障がい者と受け入れ企業を
取り巻く雇用状況には様々な影響が考えられ、特に令和2
年度以降については、新型コロナ感染拡大による影響に
より、厳しい状況が続くと考えられます。
一方で、障がい者雇用を促進する必要があることから、
法定雇用率の見直しを踏まえた目標値を設定しました。

第２回
施策審議会

19 19

4 令和5年度の成果目標
（2）福祉施設から一般就労への移行等
⑤一般就労移行者の就労定着支援利用率

【目標値】
成果目標の目標値「70％」の妥当性が測れない。
＜理由＞
「令和5年度における就労移行支援事業等を通じた一般就
労移行者のうち、就労定着支援事業を利用した者の割
合。」とあるが、就職者を出した事業所が必ずしも定着
支援を実施しているとは限らないため、母数にできない
と考えるため。

【目標値】
目標値の70％については、就労定着支援の全体の実績が
市としては少ないため、国の設定する目標値を設定しま
した。
就労定着支援事業は、必ずしも、利用者が一般就労時に
通所していた移行支援事業所等でなければ利用できない
サービスではありませんが、希望者がサービスを円滑に
受けることができるよう、事業所に対して事業開始を促
す取り組みを継続してまいります。

第２回
施策審議会

20

入所施設の設置を検討のひとつに加えながら、入所待機
者解消の検討をお願いしたい。（障がい児含む）

障害者支援施設については、定員増に関する協議を県と
開始しました。障がい児入所施設についても、現在、県
のニーズ調査が実施されているので、実態をよく確認し
ていきます。

第１回
施策審議会

21

特別支援学校卒業生のうち、重度知的障がいと行動障が
いを伴う利用者の日中受入先の事業所が不足しつつある
ように感じています。生活介護事業所の重度者の新規受
け入れ状況、新規受け入れが困難な理由について情報が
あればご教授ください。

生活介護事業所は、高等部3年時の卒業後受入れ調整の状
況に合わせて、新年度に向けた定員増をおこなっていま
す。しかし、支援に特段の配慮が必要な利用者について
は、支援技術の不足や個別対応を行なうスペースの確保
が困難なこと等により受入れ先が限られている状況があ
ります。

第１回
施策審議会

第６期新潟市障がい福祉計画・第２期新潟市障がい児福祉計画

施策審議会
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22

「新潟市訓練・就労系事業所等通所交通費助成事業」に
ついて、制度変更後の利用方法についてご検討いただき
たい。

3つの制度を統一した通所交通費助成事業は、今後もわか
りやすい制度に向けて、各区の処理体制を確認しなが
ら、必要な見直しを検討していきます。

第１回
施策審議会

23

コロナ禍での多様な働き方と学習について、今後の施策
の中で検討していただきたい。

＜働き方＞
こあサポートでは企業、障がい者、支援者へテレワーク
（在宅勤務）の理解促進と雇用を進める活動を始めてお
り、事業所における在宅支援とも連携していきます。
＜学習＞
「公的機関や民間施設において相談・指導を受けている
場合の指導要録上の出席と判断できる要件」を通知して
おり、その要件を満たす場合は出席と判断しています。

第１回
施策審議会

24

会場は費用のかかる白山会館のため、費用がかからない
市役所の会議室で開催できないものでしょうか。

会議の日時が決まり次第、市役所の会議室で開催できな
いか検討していますが、他の所属が先に会場を予約して
いるため、白山会館を会場としています。

第１回
施策審議会

25

ヘルプマークの運用状況はどうなっていますか。また、
推進等をおこなっていますか。

ヘルプマークは、昨年度930枚、今年度9月末まで261枚、
合計1,191枚を配付しました。
引き続きヘルプマークの実効性を高めるために、ホーム
ページや啓発チラシなどで広く案内をし周知啓発に努め
ていきます。

第２回
施策審議会

4


